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生活保護基準以下の収入しかなく,住民税が非課税であ
る等,一定の低所得者に関し,介護保険料を一律に賦課し
ないとする現定を設けていないことは,憲法14条,25条
に反せず,また介護保険料を特別徴収の方法によって徴収
することは,憲法14条,25条に違反しないとされた事例
一 旭川市介護保険料訴訟上告審判決
(最高裁2006年3月28日第三小法廷判決,最高裁平16(オ)第
1365号,損害賠償請求事件,上告棄却,裁判集民219号989頁,
判時1930号80頁,判夕1208号78頁)
伊 藤 嘉 規
キーワー ド:介護保険料負担 生存権保障 生活保護対象者への介護保険料賦
課処分
1.事実の概要
介護保険の保険者であるYl(旭川市)は,2002年7月12日,旭川市介護保
険条例 (以下 ｢本件条例｣という)に基づき,第1号被保険者 (市町村又は特
別区の区域内に住所を有する65歳以上の者)であるⅩに対し 2002年度の介
護保険料を2万8000円とする賦課処分を行い,同保険料を2002年4月～2003
年2月に給付されるXの老齢基礎年金から特別徴収の方法 (社会保険庁がXの
老齢基礎年金から天引きして,Ylに納入する)により徴収した｡
本件は,Xが前記の処分及び徴収は違憲 ･違法であると主張 して,Yl.
Y2 (国)に対して,国家賠償法に基づき損害賠償を求めた事案であり,第1
審 (旭川地判2003年12月2日判例集束登載)及び第2審 (札幌高判2004年5
月27日判例集束登載)ともXの請求を棄却すべきだと判断した｡これに対し
てXが上告し､たのが本件である｡
最高裁では,(∋生活保護基準以下で,住民税非課税といった低所得者に対し,
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保険料を賦課しないという規定或いは全額免除するという規定を,本件条例が
設けていないことは,憲法14条,･25条に違反するか,(∋介護保険料の特別徴
収制度は.憲法14条,25条に遠反するか,③介護保険料の料率を,政令で定
める基準に従い条例で定めるところに委ねた介護保険法129条2項の規定は.
憲法84条に反するか,につき判断が下された｡
なお本件に類似したものとして,Ⅹが2000年度 ･2001年度の介護保険料に
ついても同様の訴えを起こしていたが (但し,本件は国家賠償を求める裁判で
あり,ここで取り上げた判決例は取消訴訟 (2001年度の分に関しては無効確
認も含む)であるので,訴訟類型は異にする),旭川地判2002年5月21日 (質
社1335号58頁).札幌高判2002年11月28日 (確定)(賃社1336号55頁)にお
いて,Ⅹの請求は棄却されている｡
2.判旨 上告棄却
① 本件賦課処分と憲法
｢介護保険法129条3項は,介護保険の第1号被保険者の保険料率について,
第1号被保険者の所得の分布状況,その見通し等に照らしおおむね3年を通じ
財政の均衡を保つことができるものでなければならない旨を規定し.同条2項
を受けてその保険料率の算定に関する基準を定める介護保険法施行令38条は,
その保険料率を被保険者本人及び世帯の負担能力に応じて5段階に区分すると
ともに,同条1項1号イ (2),ハ,2号ロ,3号ロ,4号ロにおいて,いわゆ
る境界層該当者 (本来適用されるべき段階の保険料を負担すれば生活保護法6
条2項に規定する要保護者となるが,より負担の低い段階の保険料の負担であ
れば同法2条に規定する保護を必要としない状態となる者)に対する負担軽減
規定を設けている｡被上告人旭川市が行う介護保険の第1号被保険者の2002
年度における保険料率を定める旭川市介護保険条例 (平成12年旭川市条例第
27号｡平成15年旭川市条例第20号による改正前のもの｡｢本件条例｣｡)3条は.
これらに従って規定されたものである｡
介護保険法142条は,市町村は,条例で定めるところにより,特別の理由が
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ある者に対し.保険料を減免し,又はその徴収を猶予することができる旨を規
定し,これを受けて.本件条例12条 1項.13条1項は,第1号被保険者等が
災害等により著しい損害を受けるなどした場合における保険料の徴収猶予及び
減免を規定している｡
･そして,生活保護受給者については,生活扶助として介護保険の保険料の実
費が加算して支給され (生活保護法11条 1項 1号,12条,生活保護法による
保護の基準 (昭和38年厚生省告示第158号)別表第1の第2章9),介護扶助
として所定のサービスを受けることができる.ものとされている (同法11条 1
項5号,生活保護法 (平成17年法律第77号による改正前のもーの)15条の2)｡
以上のとおり,低所得者に対して配慮した規定が置かれているのであり,ま
た,介護保険制度が国民の共同連帯の理念に基づき設けられたものであること
(介護保険法1条)にかんがみると,本件条例が,介護保険の第1号被保険者
のうち,生活保護法6条2項に規定する要保護者で地方税法 (平成16年法律
第17号による改正前のもの)295条により市町村民税が非課税とされる者につ
いて､一律に保険料を賦課しなし.-ものとする旨の規定又は保険料を全額免除す
る旨の規定を設けていない.としても,それが著しく合理性を欠くということは
できないし.また,経済的弱者について合理的な理由のない差別をしたものと
いうことはできない｡したがって,本件条例が上記の規定を設けていな.いこと
は,憲法14条,25条に違反しない｣｡
② 保険料の特別徴収と憲法
｢介護保険法135条の規定によ/る介護保険の第1号被保険者の保険料につい
ての特別徴収の制度は,市町村における保険料収納の確保と事務の効率化を図
るとともに,第1号被保険者の保険料納付の利便を図るために導入されたもの
である｡I
上記の特別徴収の対象となるのは,国民年金法による老齢基礎年金等の老齢
退職年金給付であって (介護保険法131条),その年額が18万円以上のもので
ある (同法134条1項1号,介護保険法施行令41条)｡老齢基礎年金等の公的
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年金制度は,老後の所得保障の柱としてその日常生活の基礎的な部分を補うこ
とを主な目的とするところ,介護保険の第1号被保険者の保険料は,高齢期の
要介護リスクに備えるために高齢者に課されるものであり,その日常生活の基
礎的な経費に相当するということができる｡そして,一定額を下回る老齢退職
年金給付を特別徴収の対象としていないことを踏まえれば.老齢退職年金給付
から上記保険料を特別徴収することが,上記公的年金制度の趣旨を没却するも
のということはできない｡また,特別徴収の対象は,公租公課禁止規定′(国民
年金法25粂)の趣旨に配慮して,同法による老齢基礎年金及びこれに相当す
る年金とされている｡
したがって,上記の特別徴収の制度は,著しく合理性を欠くということはで
きないし,経済的弱者を合理的な理由なく差別したものではないから,憲法
14条,25条に違反しない｣｡
(参 保険料の料率を条例に委ねることと憲法
｢介護保険法129条2項は,介護保険の第 1号被保険者に対 して課する保険
料の料率を,政令で定める基準に従い条例で定めるところにより算定する旨を
規定し,具体的な保険料率の決定を,同条3項の定め及び介護保険法施行令
38条所定の基準に従って制定される条例の定めるところにゆだねたのであっ
て,保険者のし意を許容したものではない｡そうすると,同法129粂2項は,
憲法84条の趣旨に反するということはできない｣｡
3.研究
判旨疑問｡
本件は,低所得者に対する保険料の賦課徴収にあたり,保険料の免除を原則
として認めないことの合憲性が争われているはずである｡その部分に疑問があ
る.以下その部分について検討を加える｡これとの関連で.(参特別徴収と憲法
14条等の論点に関しては,4.まとめにおいて述べることにする(1)｡
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(1) 保険料率の5段階区分と憲法
(∋ 問題の所在
介護保険制度は.国民の共同連帯の理念に基づき設けられた制度であり,高
齢者が共通に有する将来の介護リスクに備えて,被保険者から保険料を徴収し,
その対価として保険給付を行う社会保険制度であって,すべての被保険者が応
分の保険料負担を行うことが,被保険者間の負担の公平,ひいては制度の安定
的な運営のために欠かせないものとされている く2)｡本件条例では,保険料を
5段階に設定し-特別な理由がある者にのみ,保険料を減免し,又はその徴収
を猶予することができることになっているが,恒常的低所得者に対して,保険
料を一律に賦課しないというようなものにはなってU,ない｡本人が市町村民税
非課税である場合を標準である ｢第3段階｣と認定し (介護保険事業に要する
収支を勘案して.第1号保険料の基準額を支払う段階),そこから市町村民税
世帯非課税者を分離して ｢第2段階｣とし,さらに ｢第2段階｣から,特別の
保護を要する生活保護受給者及び老齢福祉年金受給者を ｢第1段階｣として基
準額より減額して賦課していた｡つまり,所得段階を5段階に基本的に分け.
基準額を市町村民税本人非課税者とし,それよ.り所得の少ない世帯に属する者
には,保険料を減額する一方で,所得の高い市町村民税課税者は基準額より高
くする仕組みとなっている (2006年の制度改正において,従来の第2段階は
細分化され,負担能力の低い層が新たに第2段階とされ,6段階に設定された)0
また介護保険法129条3項は,介護保険の第1号被保険者の保険料率について,
おおむね3年を通じ財政の均衡を保つことができるものでなければならない旨
を規定し,同条2項を受けてその保険料率の算定に関する基準を定める介護保
険法施行令38条は.同条 1項 1号イ (2),ハ,2号ロ,3号ロ,4号ロにおいて,
いわゆる境界層該当者 (本来適用されるべき段階の保険料を負担すれば生活保
護法6条2項に規定する要保護者となるが,より負担の低い段階の保険料の負
担であれば同法2条に規定する保護を必要としない状態となる者)に対する負
担軽減規定を設けている｡
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(塾 上告人の主張
上記に対し 上告人は,保険料率は5段階に設定されているが,最高額と最
低額との差が約3倍であり,低所得者ほど高率で課されており,逆進性の強い
ものであることが,国民健康保険料の格差は約7倍であることとの比較の上で,
主張されている｡その際には,保険料の賦課が.世帯単位且つ連帯納付義務が
あるため,二重に逆進性が強いものであることも主張されている｡
加えて,境界層措置の適用を受けるためには,一旦生活嘩護の申請を行わな
ければならず,本件のように,生活保護を受けずに生活している,生活保護基
準以下の被保険者 (上告人はこれに該当する)に対しては,利用できず,失当
である｡
さらに,介護保険では,生活保護受給の場合は ｢介護保険料加算｣がされ,
生活保護基準以下で住民税非課税の被保険者の場合は不利であること等も主張
されている｡
③ 旭川市国保料判決との対比
国民健康保険料と租税法律主義が争点となった旭川市国保料最高裁判決 (最
大判2006年3月ノ1日民集60巻2号587頁)では,｢市町村が行う国民健康保険
は,保険料を徴収する方式のものであっても,強制加入とされ-保険料が強制
徴収され,賦課徴収の強制の度合いにおいては租税に類似する性質を有する
ものであるから,これについても憲法84条の趣旨が及ぶと解すべきであるが,
他方において,保険料の使途は,国民健康保険事業に要する費用に限定されて
いるのであって,(国民健康保険)法81条の委任に基づき条例において賦課要
件がどの程度明確に定められるべきかは,賦課徴収の強制の度合いのほか,社
会保険としての国民健康保険の目的,特質等をも総合考慮して判断する必要が
ある｣,と判示し,旭川市国民健康保険条例が,保険料率算定の基礎となる賦
課総額の算定基準を明確に規定しているか否かについては,上記条例が.｢被
上告人市長に対し,同基準に基づいて保険料率を決定し,決定した保険料率を
告示の方式により公示することを委任したことをもって,(国民健康保険)法
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81条に違反するということはできず,また,これが憲法84条の趣旨に反する
ノということもできない｣,と結論づけている｡
_よって上記の判断を受容している本件においては,介護保険料の賦課徴収に
関して5段階方式を採用するかどうかは,賦課徴収の強制の度合いのほか,社
会保険としての介護保険の目的,特質等をも総合考慮して判断する必要がある,
ということになる｡
｢賦課徴収の強制の度合い｣の部分は.この後に論ずる恒常的低所得者への
配慮につながるものであり,その際に論じるとして,｢社会保険としての国民
健康保険の目的,特質等｣とは何であろうか｡旭川市国保料最高裁判決ではそ
の且 ①国民健康保険料徴収の趣旨･目的 (保険料はあくまで国民健康保険の
ために使う).(∋市長に委ねた委任事項の専門技術的性格,③予算 .決算審議
段階での議会による民主的統制といったものが念頭にあると思われる｡
この点,本件で問題となっている介護保険料の5段階方式は,法律 (施行令)
で明記されており,また条例で一義的明確に具体的な保険料が規定されている
ので,上記①～③の観点に適っていると思われる｡
④ 学説
租税法律主義の直接適用か趣旨適用かといった部分の争いはあるが,旭川市
国保料最高裁判決も,本件の介護保険料最高裁判決も,,課税要件法定主義 ･課
税要件明確主義に反しない程度で,条例が料率等の定めを下位法規に委任する
ことを認めている｡学説においては,保険料の強制徴収性に着目し,租税法律
主義の直接適用の可能性を認めつつも,社会保険財政の特徴 (給付を抑制する
のではない形で保険給付費の変動に対応しなければならない等)を根拠にして,
保険料については租税法律主義の厳格な適用は求められないという見解が有力′
に主張されている (3)｡よって本件の場合,どのような介護保険料率にするの
かは,下位法規への委任が認められており,本件条例では一義的且つ明確に具
体的な保険料額が設定されている事例であるからして,介護保険料の5段階方
式自体は,租税法律主義とは抵触していない｡
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また上告人が主張するような.保険料の最高額と最低額との格差が約3倍し
かなく,低所得者ほど高率に課税されているという主張は,憲法14条の平等
原則の適用場面になりそうであるが.これは憲法の有力説からすると憲法25
条により議論すべきであろう(4)0
加えて,国民健康保険科に最高限度額を定めた条例の規定が憲法に違反する
か否かが争われた事例 (横浜地判1990年11月26日刊時1395号57頁)におい
て,国民健康保険の保険としての性質 (強制加入の社会保険.相扶共済 ･社会
福祉の理念)から,受益の程度からかけ離れた応能負担に一定の限界を設ける
ため,保険料に最高限度額を設けることには合理的理由があると述べているこ
とから鑑みても,保険料規定が応能負担原則を貫徹していなくても,そもそも
憲法14条違反の問題は生じないという見解があり,それが有力である (5)｡
(2) 介護保険料と恒常的低所得者への配慮
(∋ 問題の所在
本件条例は,介護保険の第1号被保険者のうち,生活保護法6条2項に規定
する要保護者で地方税法 (平成16年法律第17号による改正前のもの)295条
により市町村民税が非課税とされる者について､一律に保険料を賦課しないも
のとする旨の規定又は保険料を全額免除する旨の規定を設けていない｡このこ
とが生活保護基準以下の収入しかない低所得者に十分な配慮がなされているか
否かが,問題となってくる｡本件において最高裁は,介護保険制度は,保険料
率を被保険者本人及び世帯の負担能力に応じて5段階に区分するとともに,い
わゆる境界層該当者 (本来適用されるべき段階の保険料を負担すれば生活保護
法上の要保護者となるが,より負担の低い段階の保険料負担であれば生活保護
法2条に規定する保護を必要としない状態となる者)(6)に対する負担軽減措置
を設けているoまた生活保護受給者については.生活扶助として介護保険の保
険料の実費が加算して支給され,介護扶助として所定のサ-ビスを受けること
ができるものとされている｡以上のような,低所得者に対して配慮した規定が
置かれているのであり,また,介護保険制度が国民の共同連帯の理念に基づき
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設けられたものであること (介護保険法1条)にかんがみると,本件条例が非
賦課 ･全額免除等の規定を設けていないとしても,それが著しく合理性を欠く
ということはできないし.また,経済的弱者について合理的な理由のない差
別をしたものということはできない｡したがって,本件条例が上記の規定を設
けていないことは,憲法14条,25条に違反しない,と判示 した｡本件は,坐
活保護基準以下の市町村民税非課税者を対象とする介護保険料の賦課につい
て,社会保障給付決定において幅広い立法裁量を認めた堀木訴訟判決 (最大判
1982年7月7日民集36巻7号1235頁)を引用して,憲法25条違反の主張を退
け,また,待命処分判決 (最大判1964年5月27日民集18巻4号676頁)を引
用して,憲法14条違反の主張を退けている｡
ここで問題となるのは,保険料を賦課しない制度或いは全額免除する制度が
存在すれば生活保護を受給しなくて済む者に対し,介護保険料を賦課すること
が,憲法25条に規定されている最低限度の生活の喋障と,どのような関係に
立つのかということを問わなければならない'という点である｡
(∋ 上告人の主張
介護保険制度はすべての被保険者が介護保険料を納付すべきであり,介護保
険法及び本件条例等に低所得者に対する介護保険料の負担軽減 (境界層･減免)
措置が規定され,生活保護受給者は生活保護法による生活扶助として介護保険
料の実額が加算して支給されること等から本件賦課処分等は合憲適法という
が,介護保険制度では,原則40歳以上のすべての国民を強制加入 月島制徴収 .
生活保護受給者 (第1号被保険者)の介護保険料の実額支給 (租税負担)とし
ており,生活保護を受給していない生活困窮者 ･低所得者に対して保険料を免
除していない｡
これに対し.住民税は一定の収入 (所得)基準以下は非課税であり,同じく
社会保障体系の中に位置づけられる国民年金制度にも,収入 (所得)を基準と
した免除規定がある｡
よって.確かに介護保険制度には低所得を理由とする ｢保険料免除規定｣は
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ないが.生活保護法による生活扶助において,介護保険料加算支給がなされて
いる｡しかしながらその加算支給を受けるためには生活保護を受給することが
前提であり,生活保護を受給していない場合は,当然に介護保険法上で何らか
の処置を行うのが当然であって,それがなされていない｡生活保護を受給して
いない場合で.生活保護基準以下で住民税非課税といった被保険者の介護保険
料は,非賦課叉は全額免除が相当である｡
よって,一定の収入 (所得)基準以下 (生活保護基準以下｡住民税非課税等)
の被保険者に対して介護保険料を賦課することは違憲である,という主張であ
る｡
@ ?rJeJ
前述の旭川市国保料最高裁判決では,｢当該年において生じた事情の変更に
伴い一時的に保険料負担能力の全部又は一部を喪失したものに対して保険料を
減免するにとどめ,恒常的に生活が困窮している状態にある者を保険料の減免
の対象としないことが,(国民健康保険)法77条の委任の範囲を超えるものと
いうことはできない｣と述べ,旭川市国民健康保険 ｢条例19条1項の定めは,
著しく合理性を欠くということはできないし,経済的弱者について合理的な理
由のない差別をしたものということもできない｣から,旭川市国民健康保険 ｢条
例19条 1項の定めは,憲法25条,14条に違反しないし,また,上告人につい
て保険料の減免を認めなかったことは,憲法25条に遠反するものではない｣,
と判示した｡同判決は,(国民健康保険)法77条は,生活保護制度の適用を受
けないという保険料の納付義務者が,災害その他の特別な事情により保険料の
負担能力を一時的に喪失した場合を想定した規定であるという解釈を是認した
上で,上記条例19条 1項が,憲法25条,14条に違反しない理由は.｢著しく
合理性を欠くということはできないし.経済的弱者についても合理的な理由の
ない差別をしたものということもできない｣としか述べていない｡この点は,
本評釈が扱っている介護保険料最高裁判決と同様の論理構成である｡
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④ 学説
市町村民税が非課税されている者に対して保険料の賦課をしない或いは全額
免除するか否かという問題に対しては,憲法25条の要請に適合しているかが,
問われなければならない｡ 一
学説上では,上記の点は生存権の自由権的側面が問題とされ'る事例であろうO
生存権の自由権的側面とは,｢生存権には,国民各自が自らの手で健康で文化的
な最低限度の生活を維持する自由を有し,国家はそれを阻害してはなら-ない｣ (7)
とされているものである｡学説上は,生存権の自由権的側面については p(根拠
条文の問題や違憲審査基準の問題を除いて),ほぼ承認･されていると考えられ
る｡但し,学説は生存権の自由権的側面は ｢ある｣ということは承認してはい
るが,具体的に何を意味するのかについては,精微な議論はなされて来なかっ
たと評されている (8)｡
上記の生存権の自由権的側面から,低所得者-の介護保険料の賦課を違憲で
あると主張する見解もある (9)｡その見解によると.｢自由権的生存権の侵害が
問題となる場合には,公権力の介入0?排除を基本とする自由権の侵害の問題で
あり,従来,社会権としての生存権の保障を求める訴訟に対して,最高裁判所
がとってきたような広い立法裁量論は排除されるべきと考える｡しか′も,自由
権的生存権は,生存の自由にかかわる問題であるから,表現の自由などの精神
的自由権と同様,人権規定の中でも 『優越的地位』が与えられ,自由権的生存
権を侵害するような立法や処分については.精神的自由権の規制立法と同様
に,必要最小限の基準や 『より制限的でない他の選択しうる手段』のテストな
どの厳格な審査基準が適用されると解される｣(10)と考え/生活保護基準以下で,
住民税非課税者への保険料の賦課は違憲であるとする説である｡■
上記の見解は,税法学が課税最低限を扱う際に用いられてきた ｢最低生活費
非課税の原則｣という考え方に基づいている (ll)Oまた憲法13条,14条,25製
29条の諸規定かち,租税制度に限らず,社会保険料の負担についても,応能
負担原則が適用でき,低所得者への介護保険料の賦課は違憲であると主張する
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ものもある(12)｡なおいわゆる総評サラリーマン税金訴訟の第1審判決 (東京
地判1980年3月26日行集31巻3号673頁)では.憲法25条の自由権的側面を
抽象的に承認している (13)0
それに対して,第1号被保険者の多くは退職しているため,給与所得で負担
能力を判断することはできない｡加えて.高齢者世帯の所得のうち公的年金の
占める割合は平均して約6割であって,公的年金以外の所得は約4割を占めて
いるので,公的年金だけで負担能力を判断すると,所得に占める公的年金の割
合が小さい被保険者の保険料負担が軽くなるという問題が生ずる｡さらに高齢
者世帯所得に占める公的年金の割合は,個々の世帯 (例えば自営業者)で大き
なばらつきがある｡介護保険料についても税と同様｢最低生活費非課税の原則｣
が適用されるとし,生活保護基準以下の老齢年金受給者の介護保険料を免除す
べきであるという考え方は,老齢年金額だけで高齢者の生活水準や負担能力を
判断するところに問題があると述べる説 (14)もある｡つまり,｢高齢者には公
的年金以外の所得があるだけでなく.若いときから老後に向けて蓄えた資産が
ある｡したがって高齢者は,老齢年金額が低くても最低生活を営めないという
わけではない｡また,そのような低額の年金に介護保険料を課したとしても.
生活を生活保護基準以下に落とすというわけでは必ずしもない｡更に,公的年
金以外の所得や資産がなくて最低生活が嘗めないというのであれば.生活保護
を受けることができる｡･ (中略)- ･なお.この論者のいう税につい
ての 『最低生活費非課税の原則』は,所得のみを考慮し,担税力のある資産そ
の他を考慮していない｡しかも,この原則と無関係に消費税,固定資産税等が
課されていることを考えると,そもそもこの原則が成り立つのか疑わしい｣(15)
と述べ,介護保険料の賦課に対する ｢最低生活費非課税の原則｣の通用 (そも
そもこの原則に対しても)を否定的に捉える説である (16)｡
これに対して,集団的な自助システムとして社会保険を捉える考え方からは,
社会保険の基本的な考え方は,民間保険とは異なり,保険者に所属する被保険
者全員のリスクを被保険者全貝が ｢共同して｣負担しなければならない｡よっ
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て,保険者集団内における構成員間のリスク引き受けのあり方について,｢完
全な応益負担原則｣によらないことを原理的に許容した点こそが社会保険の本
質といってよい｡それゆえに,社会保険財政における費用負担のあり方という
問題は,保険集団内での議決機関 (または国家の立法機関など)において民主
的に決定される事項であり,ある社会保障制度が社会保険であるということか
ら,特定の負担原則が導かれるものではない｡よって,社会保険料の計算にお
いて応能負担原則を応益負担で修正すること自体は一般に許される｡しかし,
このことは,あくまでも生活保障制度としての実効性を失わない範囲において
許されると考えるべきであるから.応益負担を過度に強調することによって低
所得者層に負担能力を超える保険料を課すことまでをも許すものではない,と
する見解がある (17)｡その見解によると,応益負担を過度に強調することによっ
て低所得者層に負担能力を超える保険料を課した場合.違憲の問題が生じるこ
とになる｡社会保険料を納めることによって,その納めた後の残 りの所得が,
生活保護基準をはるかに下回るというのであれば,明らかに憲法25条1項に反
するものといわなければならないし,生活保障システムがかえって生活保障を
危うくしているという点では,最高裁が憲法25条違反の基準とする ｢著 しく
不合理｣な制度というに値するものであると主張されている (18)｡
(3)私見
本件は,低所得者に対する介護保険料の賦課 ･徴収のありようについて,最
高裁初の司法判断を示したものであり,今後の社会保険料の賦課 ･徴収方法に
関する憲法適合性審査のあり方に多大な影響を与えるものであると考える｡現
に,本件の後に出された堺市介護保険料訴訟大阪高裁判決 (大阪高判2006年
5月11日判自283号87頁)守,泉大津市介護保険料訴訟大阪高裁判決 (大阪
高判2006年 7月20日判例集未登載LEXノDB文献番号28112338)においても,
本件の論理がほぼそのまま用いられている (19)0
私見として,本件において,生活保護基準以下の収入しか有していない恒常
的低所得者に対して介護保険料を賦課するのは違憲であると考える｡本評釈で
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は,この点以下において説明を加える｡
本件は,生活保護基準以下の収入で生計を維持している者が原告 (上告人)
である｡生活保護を受給してはいない｡生活保護を受給せずに生活を行うこと
は,憲法上望まれるものである｡憲法は,最低生活の保障をしており,その最
低生活以下に落ちないようにするのは.国のいわば ｢責務｣であることを保障
している｡このような,憲法上の理念とされているものを自ら実践しようとし
て,原告 (上告人)が介護保険料の免除を申請したところに端を発する｡この
点が本件の最大の問題点である｡介護保険料の老齢基礎年金等からの特別徴収
制度に関する論点は,本件の解決にあたっては.いわば ｢脇｣′の問題に過ぎな
いものであると考える｡その点に関する私見は.4.まとめの部分で概略を述
べるにとどめる｡
① 保険料率の5段階区分と憲法について
介護保険制度の財源構成は,介護給付費のうち50%を公費負担としている｡
公賓負担部分を除く50%部分は,第1号被保険者 (65歳以上)と第2号被保
険者 (40歳以上65億奉酒)の保険料で負担している｡既に半分の部分につい
ては公費が導入さ打ている制度である｡その上で,第1号被保険者の保険料率
は,(当時)5長那皆に設定されていた (20)｡この設定は,市町村民税が課税され
ている者が,高齢者の約4分の1に過ぎない現状に鑑み,負担の公平性をはか
るため,本人が市虹村民税非課税である場合を標準である｢第3段階｣と認定し,
そこから市町村民税世帯非課税者を分離して ｢第2段階｣とし,さらに第2段
階から特別な保護を要する生活保護受給者及び老齢福祉年金受給者を分離して
｢第1段階｣としている｡第1段階は,第3段階の50%の保険料負担が求めら
れる｡
上記のような制度にした場合,生活保護基準の約半分の世帯収入 (年間108
万円)しかないA世帯 (夫48万円,妻60万円)と,この世帯の約5倍にあた
る年間500万円の収入のあるB世帯 (夫260万円.妻240万円)が,同じく第
2段階 (住民税非課税世帯)に分類される一方で,年間の世帯収入が300万円
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(世帯主300万円,妻0円)であるC世帯は,世帯主が住民税課税のために,第
4段階に分類され.A･B世帯の1.5倍の保険料を負担しているという事例が
指摘されていた (21)0i
上記のような事例を踏まえて,世帯収入はほぼ同じであるのにも拘らず,そ
れに賦課される保険料負担が,世帯収入を加味した制度設計を行った所為で著
しく違っており,これは憲法14条の平等原則違反であると,一上告人は主張し
ている｡
また上告人が主張するように∴保険料の最高額と最低額の格差が約3倍しか
なく,低所得者ほど実質的に高率に負担させられているという点での憲法14
条違反を,上告人は主張している｡
しかしながら,これらの平等原則違反の主張に対して最高裁は,待命処分判
決を引用して,｢著しく合理性を欠 くということもでき,ないし,また,経済的
弱者につ_いて合理的な理由のない差別をしたものということはできない｣と述
べ,この点を立法裁量の問題と捉えている｡
なぜこの点の主張は弱いのか｡それはこのような憲法14条1項に基づく｢請
求権的訴訟｣はかなり特殊な訴訟であるからである｡平等原則は∴不合理な差
別の禁止を意味する｡その際の ｢不合理な差別｣とは何か,つまり ｢合理性｣
とは何か,ということになると,内容がよくわからないからである｡内容がよ
くわからないものを裁判所に持って来られても,｢よくわからない｣-立法裁
量であるという判決になるであろう(2)｡勿論,だからといって ｢平等原則に
基づく請求権的訴訟｣ができないということは意味しないが,本件において｢平
等原則に基づく請求権的訴訟｣という難しい訴訟を行う必要はないと考える｡
｢憲法による平等の保障が実質的平等を志向する社会権的性格を持つと解する
余地はあるとはいえ,14条 1項は裁判規範としてはあくまで法的取扱いの不
均等の禁止という消極的な意味を持つと解すべきであり,実質的平等の実現
は第一義的に社会権条項が担うと解するべきであろう｣(23)という指摘もある｡
本件において.介護保険料の賦課が,高所得者との比較の下で低所得者に対す
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る ｢差別｣という観点から争うのは艶しい (24)(必要でない)と考える(25)0
② 介護保険料と恒常的低所得者への配慮について
本件以前に判決が出された同種の事件における評釈の中で,一裁判所は,自由
権的生存権に照らした判断を行っていると許しているものがある(26)｡それは,
｢保険料の対価として給付を受けるという介護保険の社会保険としての性質を
重視し.一定所得以下の者への一律非賦課 ･全額免除が介護保険の目的に沿う
ものではない｣という判決で示された判断は.｢自由権的生存権の保障を.最
低生活を維持するための 『所得』への国家による侵害行為の排除を意味するも
のと解するならば,i i(中略)･日 自由権的生存権を軽視した判断をして
いることになろう｣｡しかし ｢所得｣だけでなく,｢資産 ･貯蓄等｣による最低
生活の維持への国家による侵害行為の排除が自由権的生存権が保障する内容と
判決が考えているならば,｢所得のみに着目した非賦課 ･全額免除措置を欠い
ても必ずしも25条に反しないだろう｣,という見解である｡この理解に基づく
と,｢生活保護受給者への保険料実費加算支給は,具体的負担能力を欠いた者
-の実質的な非賦課 ･全額免除措置と位置づけられ,自由権的生存権の要請の
具体化とも捉えられる｣｡
但し,この理解が正しいとしても,｢①そもそも自由権的生存権に関するこ
うした解釈が妥当か,②具体的負担能力はないが要保護者ではない場合はどう
するのか,(彰自分の意思で生活保護を受給しない者への保険料の賦課は憲法
25条に反しないのか｣,などの問題は依然として残ると指摘されている(27)0
そこで,介護保険料の賦課と恒常的低所得者との関係.とりわけ生活保護基
準以下で市町村民税非課税に該る者であり,且つ生活保護を申請しない低所得
者に対し,保険料を賦課する或いは全額免除しない (境界層該当者とされたと
しても,加算支給される生活保護受給者にならない限り,保険料の負担がなく
なる訳ではないことに留意)ということを,どのように考えていったらよいの
か,以下において私見を述べる｡
そもそも論として,本件は自由権的生存権の問題であるのか,という点から
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考えてみたい｡そのために,わが国では.生活保護法により最低生活が保障さ
れており,憲法25条1項が保障する最低限度の生活は,個々の法制度がそれ
単独で保障する必要は必ずしもなく,わが国の法制度全体を通して保障されて
いれば足りる｡このような考え方を前提として.生活保護制度が存在し,低所
得者に配慮した規定が設けられている本件では,生活保護基準以下の市町村民
税非課税者について非賦課規定又は全額免除規定を設けていないことをもっ
て,25条違反を直ちに問うことはできない｡非賦課規定等を設けていないこ
とを含めて,法,法施行令,又は本件条例の内容が,健康で文化的な最低限度
の生活条件を軽視した裁量権の逸脱 ･濫用にあたる場合に,違憲の問題が生ず
ると解すべきであろう(28).という見解の是非について考えてみたい｡
この見解を仮に ｢是｣だとして考えてみたい｡｢是｣だとした場合,何が焦
点となってくるのであろうか｡それは,結局介護保険制度そのものの ｢作り方｣
の是非を問うことになる｡すなわち介護保険の制度設計が,低所得者の健康で
文化的な最低限度の生活を営む権利を考慮しない著しく不合理なものであると
いえるかどうかが焦点となってくる｡そうであるならば,制度の ｢是非｣の価
値判断が先にあって,その後に,実際の低所得者の生活に対し,健康で文化的
な最低限度の生活を介護保険制度が軽視していないか,という判断を行うこと
になる｡
このような判断方法は果たして ｢妥当｣なものであろうか｡そのような論理
のあてはめが,生活保護基準以下の収入しか有していない者で生活保護を申請
していない低所得者に対して行われることの是非について問われなければなら
ない｡なぜならば.実際に生活保護基準以下の収入しか有していない者で生活
保護を申請していない低所得者に対し.保険料を賦課する或いは全額免除しな
いということ自体は,重大な権利侵害として存するからである｡この｢存在｣を,
制度が ｢よいもの｣であるからという理由で正当化することが果たしてできる
のであろうか｡
その点を踏まえて以下のような説明がなされる｡一つは.介護保険料の負担
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ができない人は生活保護を受給すべきだという考え方である(29)｡もう一つは
介護保険料の徴収の制度設計が,資産 (貯蓄も含む)の存在を前提としている
ので,保険料を全額納付 した結果,残りの所得が生活保護基準をはるかに下
回ったとしても,その昔は充分な資産を有している可能性もあり,生活を生活
保護基準以下に落とすとは限らない｡そのよう な資産がある者に対して∴資産
を介護保険料の支払いにあてることを想定した制度設計は,他の保険料負担者
との公平に適っている｡そして資産を含めた負担能力を把撞する制度の創設は,
行政費用もかかり容易ではない｡その結果,資産を有しない低所得者について
は生活保護による支援しか最低生活を保障する制度が用意されていないとして
ち,裁量の逸脱 ･濫用とはいい難い (30),という見解である｡
このような見解は,生活保護基準以下の収入しか有していない者は,他の人々
のために犠牲になってもよい,セーフティーネットとしての生活保護があるか
ら.それに救済してもらいなさいという考えが色濃く出ている｡よって,自ら
の意思によって生活保護の機会を利用しない者に対し,保険料の負担を求める
ことは憲法25条に違反しないという考え方が妥当であるとされてしまう｡確
かに上記の考え方は,生活保護法を含む法制度全体において,最低生活を国が
保障していない訳ではない｡それは,最低生活に国が何らかの配慮を示すべき
であるという憲法25条の趣旨には適っている｡よって生活保護基準以下の収
入しかない者に介護保険料の負担をさせるのは,憲法25条の観点からは違憲
ではないとされる (3⊥)｡しかし-上記の判断には大きな疑問がある｡それは生
活保護基準以下の金額しか手許に有していない者が国家に頼らずに生ぎていく
という選択を,どのような理由で ｢生存権｣の枠組みで論じる必要があるめか
という疑問である｡なぜならば,介護保険料の負担さえなければ,｢健康で文
化的な生活｣を送れているのにも拘らず,公権力が介護保険料を賦課するとい
う形で,個人の経済上の自由な生活基盤に ｢介入｣するという行為は,端的に
自由権侵害と捉えられる性格のもの (32)であるからである｡つまり.｢低所得
者が自ら汗水流して得たものを剥奪することは,憲法上 財産権への制限に該
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当し,そのような財産権への制限を設ける立法は憲法29条2項にいう公共の
福祉に適合することを要するものと解すべきである｣という論理となるから,
介護保険料を賦課するという立法目的が.公共の福祉に合致するか否かを検証
しなければならない｡その検証の結果,立法目的は公共の福祉に合致したとし
よう｡しかしその次には,生活保護基準以下の収入しかない恒常的低所得者に
対し,介護保険料を賦課することに関して,上記の立法目的との関係において
合理性 ･必要性が肯定できるのか否かが問われるべき問題である.この点は課
税最低限の問題を論じた際に拙稿において指摘した点である (ー33)0
このことを踏まえると,少なくとも ｢資産を含めた制度の創設は,行政費用
もかかり容易ではない｣ということが,｢自由権侵害｣の際にいえるのであろ
うか｡少なくとも資産調査を行った上での介護保険料の賦課を行わない場合,
介護保険料を賦課するという立法目的は正当だとしても,規制手段は,最低阪
の生活保障のための不可欠な財産という憲法29条 1項による保障の中核であ
り(34),法律によっても侵害しえ,ない部分に対する国家による ｢介入｣である､
ので.行政費用がかかる程度では達意性は治癒できないであろう｡強制の契機
を伴った社会保障制度,とりhけ保険料拠出が求められる社会保険制度を設計
するに際しては,憲法29条規走の財産権保障を考慮しなければならないと考
える (35)｡
加えて,介護保険料の減免制度に?いては.介護保険法上 各市町村の条例
に委任しながら,厚生労働省は低所得者への介護保険料の減免について,保険
料の全額免除や収入のみに着目した一律免除,一般財源による保険料減免分の
補填を行うことは,一不適当と指導しており,この点地方自治の観点からは詳細
に検討を加える必要はあると考える(36)｡福祉行政の担い手であり,且つ介護
保険の場合,保険者としての給付提供責任がある市町村が,介護保障制度から
少数の低所得者を締め出すように振る舞うのは.行政の責任を果たしていると
はいえないからである｡
なお,2005年の介護保険制度改正により,新第2段階を導入し,負担能力
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の低い層にはより低い保険料を設定する等,負担能力をより反映させた制度を
導入してはいるが,生活保護基準以下の収入しか有していない者で生活保護を
し
申請していない低所得者に対し,保険料を賦課しない或いは全額免除となる訳
ではない｡よって,このような法改正によっても問題が解決した訳ではないの
である｡
結局のところ.上記のような,生活保護基準以下の収入しか有していない者
で生活保護を申請していない低所得者に対し,保険料を賦課する或いは全額免
除しないということは,社会保障の目的とされる ｢個人の自由実現｣(37)に反
するものである｡従って ｢国家による個人生活への過度の干渉｣を如実に現し
ており,最低阪,｢(それにとどまる訳ではないということを付言した上でも)
個人の人格的自律の支援｣を行うというのが社会保障と定義づけられるとした
ら,生活保護基準以下の金額しか手許に有していない者で生活保護を申請しな
い低所得者に対し,保険料を賦課する或いは全額免除しないのは,明らかに社
会保障と呼ばれるものが憲法の規定する ｢自由｣と矛盾していることになる｡
また生活保護を受けることで,人格的自律を達成できるなどと考えることは,
その生活保護が受けられるのか受けられないかの認定を行うのが行政機関であ
り,本来必要でない ｢国家の介入｣を招いていることになる｡結局,介護保険
料を支払えないなら,生活保護を受けよ (申請せよ)と強制することは (38).｢国
家による個人生活への過度の干渉｣を積極的に肯定することになり,社会保障
の目的である ｢個人の自由実現｣に社会保障自体が矛盾する｡また明らかに憲
法が考える ｢国家からの自由｣という概念とも矛盾しており,憲法違反と評さ
れよう(39)｡被保険者である以上保険料を徴収すべきという考え方を前提とし
て.保険料を徴収することによって負担能力不足に陥るような人は,そもそも
収入が足 りていない人であるので,生活保護給付を与えることによって ｢健康
で文化的な最低限度の生活｣にまで引き上げられるきっかけになるという考え
方は.憲法論的にはパターナリスティツクな "余計なお節介"以外に評価しよ
うがないものである｡個人の自律を唱えながらそのような考え方を採用するの
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は,憲法論的には矛盾していると断言せざるを得ない｡
よって現行法では,資産調査 (40)(勿論国民健康保険料賦課の際の資産割の
範囲内に限る)がなされておらず,その点は不十分であると考える (41)｡高齢
者は,資産に関する限り若者や働き世代よりはるかに豊かであるということを
理由として.資産調査の規定を設けないという主張も考えられる (42)｡しかし
現実には.高齢者は.20代 ･30代よりは同世代間の資産格差が激しいことも
あり,資産がなく生活保護基準以下の収入しか有していない者で生活保護を申
請していない恒常的低所得者である高齢者に対し,保険料を賦吉果しない或い
は全額免除するように制度設計がなされていない点 (43)で,｢法の論理 (首尾)
一貫性｣ (44)に欠けており.違憲であると考える (45)｡その点,資産割がある国
民健康保険料について争われた旭川市国保料最高裁判決の事例とは,本件介護
保険料の賦課は異なるという点に注意が必要であると考えるが,本件判決には,
ニーのことへの言及がなされていない (46)0
4.まとめ
(1) 特別徴収と憲法14,25条
最高裁は,本件において,いわゆる堀木訴訟判決 (最大判1982年7月7日
民集36巻7号1235頁),待命処分判決 (最大判1964年5月27日民集18巻4号
676頁),遊興飲食税特別徴収制度判決 (最大判1962年2月21日刑集16巻2号
107頁),所得税源泉徴収制度判決 (最大判1962年2月28日刑集16巻2号212
頁)を引用して,本件特別徴収制度が,著しく合理性を欠くということはできず,
経済的弱者を合理的な理由なく差別したものではないと述べた｡本件特別徴収
制度を合憲とした判断には ｢広範な立法裁量｣を認めた上記の判決例の判断枠
組みがある｡最高裁が合憲と判断した理由には,特別徴収の対象となるのが老
齢退職年金給付であり,介護保険の保険料は日常生活の基礎的な経費にあたり,
一定額を下回る老齢退職年金給付 (年額18万円未満)は徴収対象としておらず,
年金の公租公課禁止規定の趣旨にも配慮しているという点があり.これらの点
が ｢著しく合理性を欠ける｣ものではない,と評価したからである｡
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要するに最高裁の判断は,一言でいうと,｢介護保険料が賦課されている以上,
払わないといけないものは基いなさい｡その徴収手段としての特別徴収という
制度には,収納の確保の容易さ (収納事務効率性も含む)並びに保険料納付の
利便性もある｣というものである｡その点は引用している (趣旨に徴して明ら
かであると述べている)判決例の中に,遊興飲食税特別徴収剛度判決,所得税
源泉徴収制度判決 (47)を用いている点からも伺える｡
本件最高裁は,｢特別徴収の制度は.著しく合理性を欠くということはでき
ないし,経済的弱者を合理的な理由なく差別したものではないから,憲法14
秦.25条に違反しない｣と判示した｡上記の合憲と判断した根拠としては,特
別徴収の対象となるのが老齢退職年金給付であり,介護保険の保険料は日常生活
の基礎的な経費にあたり,一定額を下回る老齢退職年金給付 (年額18万円未
潤)(48)は徴収対象としておらず,年金の公租公課禁止規定の趣旨にも配慮 し
ている,というものがあげられている｡但しそれらの根拠は,すべて ｢経済的
弱者を合理的な理由なく差別したものではない｣という部分につながる点であ
る｡これは憲法25条と結びつく論点である｡これらの点は,上記の ｢介護保
険料と恒常的低所得者への配慮｣に関する論点において,本件最高裁が論じた
ことからすると.当然是認されることになる｡また,市町村における保険料収
納の確保と事務の効率化を図るとともに.保険料納付の利便を図るといった制
度趣旨の点は,｢著しく合理性を欠くということはできない｣という部分につ
ながる点であり,それは憲法14条と結びつく論点である｡上記の本件判断枠
組年から考えると,特別徴収制度については,｢介護保険料と恒常的低所得者
への配慮｣という本件の最も重要な論点に引っ張られて (この点を特別徴収制
度やも配慮している)述べているだけであり,あくまでも判断枠組みとしては,
遊興飲食税特別徴収制度判決,所得税源泉徴収制度判決を受容しており,憲法
14条の点で判断していると考えられる｡このことから.例えば,2006年10月
から介護保険料の特別徴収がをされるようになった遺族年金 .障害年金につい
ても,｢広範な立法裁量｣が肯定されている以上,合憲と判断されると予想さ
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れる｡要するに,年金からの介護保険料の特別徴収が違憲といいうるためには.
低所得者への介護保険料の賦課自体の問題次第といえるのである (49)｡この点
につき.本件では介護保険料の賦課が憲法に反しないと最高裁が述べている以
上,特別徴収の是非については.最高裁の判断が妥当であると考える｡よって
｢本判決における 『天引き』が,本判決が引用している所得税や遊興飲食税に
おける 『天引き』とまったく同義に扱っていいものかどうかは疑問が残る｡本
判決は.特別徴収の制度が保険料徴収 ･納付の便宜を図るために導入された点
も述べているとはいえ,特別徴収を合憲とするその論拠の重点は,第1号被保
険者の保険料は高齢者の日常生活の基礎的な経費に相当し,年金から保険料を
特別徴収することが公的年金制度の趣旨を没却しないことにおいているように
思われる｣(50)という指摘は,一見すると.本件が年金だけを特別視している
ように思われるが,本件の憲法25条の判断は,あくまでも介護保険料の既課
は憲法25条に反しないという点にあると捉えるべき性質のものであろう｡な
ぜならば,年金は確かに ｢高齢者の日常生活の基礎的な部分｣を支えている (51)
といえるが,源泉徴収される勤労者の収入も,｢勤労者の日常生活の基礎的な
部分｣を支えている点で差はないからである (52)｡最高裁が介護保険料の賦課
が憲法25条に反しないと言明した以上,年金と源泉徴収される勤労者の収入
との差異は兄いだせないであろう＼｡そのことからすると,収納の確凪 事務の
効率性,保険料納付の利便性の向上といった特別徴収制度の趣旨は,著しく合
理性を欠くとはいえないと考える｡要するに,年金生活をしている恒常的低
所得者への介護保険料の賦課は違憲でないと判断したのだから,老齢基礎年
金等から介護保険料を徴収することについても,問題は生じないはずである｡
その保険料の徴収を ｢天引き｣で行うことは.｢天引き｣できないほどの収入
でない限り (この点は本来負担できないものに対 して負担させているものと
考えることができ,低所得者への介護保険料の賦課と憲法25条という論点に
吸収されるものである),著しく不合理ではないという判断枠組みである｡こ
の点につき,源泉徴収制度と介護保険料の特別徴収制度との間に明確な差異
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は兄いだせない (53)0
なお,学説の中には,特別徴収制度を ｢憲法29条に規定された財産権の公
共の福祉による制約という観点から国民健康保険と比較して検討すると,その
規制の目的は.介護保険も国民健康保険も 『社会公共の便宜の促進.経済的弱
者の保護等の社会政策及び経済政策上の積極的なもの』である点で共通しよう
が,その手段については.国民健康保険の保険料の徴収が 『納付』であるのに
対して,介護保険のそれは年金からの 『天引き』である点で異なる｡この手段
を正当化するほどの目的がない限り,介護保険料の特別徴収制度は憲法29条
に違反する虞があると思われる｣く54)という,特別徴収制度が憲法29条に違反
するという主張がある｡しかしこの説には疑問がある｡なぜならば,本件条例
が市町村民税非課税とされている者に対して保険料の賦課をしない或いは全額
免除するか否かは,介護保険制度の目的に照らせば,立法者の裁量の問題であ
るとされた｡そのようである以上 保険料の特別徴収制度それ自体を取り出し
て,手段の必要性や合理性等を検討したところで,憲法14条の ｢合理性審査｣
と異なるところがないので,憲法29条を持ち出しても,実質的には意味がない,
と考えられるからである｡憲法29条を持ち出すとしたら,恒常的低所得者へ
の保険料の賦課の是非という審査の場面で行うべきであると考える｡
(2) 恒常的低所得者に対する介護保険料のありよう
最後に本件で問題となった,恒常的低所得者 (5)に対する介護保険料のあり
ようについて,まとめてみたい｡
最高裁が採った論理は,低所得者に対して配慮した規定があるのであるから,
国民共同連帯の理念に基づき設けられた介護保険制度 (介護保険法1条)にお
いて.恒常的に保険料を負担しない者がいることは,上記の理念に沿うもので
はなく,本件条例が市町村民税非課税とされている者に対して保険料を賦課し
たり或いは全額免除しなくても,それが著しく合理性を失くということはでき
ないし,また,経済的弱者に関して合理的理由のない差別をしたものであると
いうこともできないので,憲法14条,25条に違反しないと述べるものである｡
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ここで問題となるのは,理念が正しければ憲法違反は治癒されるのかとい
う点である｡要するにこの点が成立するには,｢広範な立法裁量｣を前提とし
なければならない｡しかしながら,｢国民共同連帯の理念｣という内容 (56)が,
現状では不明確なもので.低所得者に保険料を負担させることは,仮に ｢国民
共同連帯の理念｣に適っているとしても,少なくとも ｢国家に頼らず生活する｣
という生存権が前提とする憲法観に反するものである｡また,高所得者と低所
得者との保険料の格差が約3倍しかないということは,介護保険制度における
保険サーヴィスが定型的で,医療保険のような著しく高額なサ-ヴイス内容も
想定できないので,高所得者と低所得者との間に保険が提供できるサーヴィス
内容に差がないことに基づいてBtり,高所得者に対し,高率の保険料の賦課は
できないとされている(57)｡それにも拘わらず.高所得者と低所得者との間に
は約3倍の格差がある｡このことを ｢連帯｣という名の下に正当化していると
するならば,それはあくまでも高所得者の目線である｡高所得者に対しサーヴィ
ス内容からして高額の保険料を徴収できない｡その代わりに恒常的低所得者に
も負担させるというのであれば.公費割合を増やせば済むことなので,｢連帯｣
という名の下に正当化できるものではない (58)0｢給付と負担の均衡｣という考
え方からは,市町村民税非課税とされている者に対し 保険料の賦課をしたり
或いは保険料の全額免除をしなくてもよいのか,に関する説得力のある理由は
示されていない｡本件最高裁判決は,憲法より,国民共同連帯の理念という.
現状では内容が不明確な ｢幻｣を上位にした点で疑問を里せざるを得ない (59)0
加えて,生活保護基準以下でも自発的に生活する者に尊敬 (60)を払わず,保
険料を賦課することによって生活保護を受給するようにさせる制度は,制度と
して破綻している｡なぜなら,憲法論を持ち出すまでもなく,自立し(自律)し
た生活を促進するのが,生活保護法自体が ｢補足性の原則｣という名で求めて
いるものであり,それに明らかに違反するものは,-｢法の論理 (首尾)一貫性｣
の原則からしても逸脱している｡できるだけ国から自立した生活を送るのは,
憲法論を持ち出すまでもなく,人間の尊厳を保った生活を保障する社会保障利
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度の本質である(6ユ)｡恒常的に生活が困窮している状態にある者を保険料の賦
課の対象とすることは,制度としても,法の大原則である ｢論理 (首尾)一貫
性｣の観点からも,矛盾したものであると考える(62)｡
また仮に ｢連帯｣という幻に付き合うとしても,介護を必要とする者に介護
サーヴィスを給付する｡その際に低所得者も排除されないということが,公的
な介護保険の中に求められる ｢連帯｣というものであろう｡そもそも民間保険
ではない社会保険の一種としての介護保険料の徴収に関しては,介護保険料を
徴収されることによって生活保護基準以下の金額しか手許に残らない者は,本
来｢連帯｣という考え方からは,国家が何らかの配慮を示すべきものであって(63)
それとは逆に,生活保護基準以下の金額しか手許に残らない,且つ国家が自ら
これ以下の収入の者には税を徴収しないと決めた (この点で立法者の判断を尊
重している)者に対して介護保険料を徴収することは,｢連帯｣という名の下に.
財産権に対する過度の介入を正当化できるようなものではない｡低所得者に対
する不足保険料を補助しているのが公費負担である (勿論それだけに限られる
訳ではないだろうが,そこの中に含まれているのは間違いないであろう)と考
えるならば,負担させるべきではない者からの徴収はできない性質のものであ
る｡よって,本来賦課できない者から徴収しており.賦課徴収の強制の度合い
のほか,仮に社会保険としての介護保険の目的,特質等をも考慮して判断した
としても,徴収の度合いが強いと考えられる｡以上のことから,本件は,｢連
帯｣というものがあるとしても,憲法論的に正当化できないものであると考え
る｡本件の場合,収入が生活保護基準以下しかなく.立法者が収入から税を徴
収しないと決めた市町村民税非課税者であるので,その立法者が判断したこと
と,介護保険料を上記の者から徴収するのは明らかに矛盾したものと考える｡
社会福祉における構造改革によって,我々国民は,行政の受動的な権利主体
から,サーヴィスを契約によって享受する消費者としての能動的な権利主体-
の転換がなされたと考えられる｡この転換がなされた今こそ,低所得者の権利
確立は確かな憲法論に根差したものが望まれるのである｡
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*本稿は.2007年度科学研究費補助金 (｢様々な負担金に対する憲法論的検討｣
課題番号17730015)に基づく研究成果の一部である｡
注 _
(1)なお,(参 保険料の料率を条例に委ねることと憲法.に関する論点については,既に旭
川市国保料最高裁判決及びそれに関する評釈で論 じられている点でもあるので,本稿では
この点についてこれ以上触れない｡私見としては,本件の介護保険料最高裁判決が採った
判断に賛成である｡旭川市国保料最高裁判決における(参に関する代表的な評釈としては.
碓井光明 ｢財政法学の視点よりみた国民健康保険料一旭川市国民健康保険料事件判決を素
材として｣法学教室309号 (2006年)19頁以下.-倉田 聡 ｢旭川市Bl民健康保険条例事件
最高裁大法廷判決｣判例時報1944号 (判例評論574号)(2006年)180頁以下｡菊池誓実 ｢社
会保障法判例｣季刊社会保障法42巻3号 (2006年)304頁以下o尾揮 悪 ｢市町村が行う
国民健康保険の保険料と憲法第84条｣季刊労働法217号 (2007年)200頁以下｡
(2)増EEl雅暢 r(新版)わか りやすい介護保険法｣(有斐閣,2000年)67頁以下｡L
(3)倉田 聡 ｢社会保険財政の法理論一医療保険法を素材にした一考察｣北海学園大学法学
研究35巻 1号 (1999年)25頁以下｡
(4)野中俊彦 ･中杓睦男 ･高橋和之 ･高見勝利r憲法 I (第4版)i(有斐閣,2006年)273
-274頁｡
(5)嵩さやか ト 走所得以下の被保険者に対する介護保険料賦課処分の合憲性｣ジiリス ト
1252号 (2003年)192頁｡同様に.葛西 ･後掲本件評釈62頁Oなお,同63頁では,｢憲法
による平等の保障が実質的平等を志向する社会権的性格を持つと解する余地はあるとはい
え,14条 1項は裁判規範としてはあくまで法的取扱いの不平等の禁止という消極的な意
味を持つと解すべきであり.実質的平等の実現は第一義的に社会権条項が担うと解するべ
きであろう｣と述べられているo
(6)境界層該当の判定は,被保険者が各福祉事務所に生活保讃申請を行った際に,各福祉事
務所が境界層該当の判断を行い,証明書を交付 し,それを受けて各市町村が最終的にその
判定を行っている｡
(7)野中他 ･前掲注 (4)478頁｡
(8)松本和彦 ｢生存権｣′｣､山 剛･駒村圭吾漏丁論点探究憲法j(弘文堂,2005年)233-234頁｡
岩本一郎 ｢生存権と国の社会保障義務｣高見勝利 ･岡田信弘 ･常本照樹編 r日本国憲法解
釈の再検討j(有斐閣,2004年)221頁.以下oなお岩本教授は,自由権的側面 として従来
議論されてきたものを,生命権 ･自立生活権 ･生存権内在的自由権の3つに区別して,檎
討がなされている｡
(9)伊藤周平 ｢介護保険料負担と生存権保障｣賃金と社会保障1345号 (2003年)9頁以下｡
(10)同上11頁｡
(ll)北野弘久 r税法学原論 (第5版)j(青林書院,2003年)149頁以下｡金子 宏 r租税法 I(節
12版)｣(弘文堂.2007年)168頁｡とりわけ同168頁の往5)掲載の各論考｡
(12)北野弘久 ｢社会保障と納税者基本権｣日本社会保障法学会編 丁講座社会保障法第6巻
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社会保障法の関連領域-拡大と発展j(法律文化社.2001年)101頁以下o
(13)第2審 (東京高判1982年12月6日行集33巻12号2399頁)でも,第1審と同様,抽象的
ながらも憲法25条の自由権的側面を認めている｡但し,上告寄 (最三判1989年2月7日訟
月35巻6号1029頁)では,この点に関する明確な判断はせず.いわゆる堀木訴訟判決を
引用し,立法桁の裁量の逸脱 ･濫用に関する具体的な主張を上告人に求めている｡
(14)堀 勝洋 ｢介護保険料と高齢者の負担能力｣月刊介讃保険78号 (2002年)54-55頁｡
(15)同上55頁O
(16)いわゆる高齢者に保険料を課す理由として持ち出される ｢豊かな高齢者｣論に対 し,社
会保険のシステム全体で考えてみると不合理であることを指摘するものとして,-風光踊
｢介護保険と費用負担｣季刊労働法181号 (1997年)50頁以下｡
(17)倉田 ･前掲柱 (3)30頁以下｡
(18)同上33-34頁Oまた,同上36頁には.｢社会連帯に基づいた相互扶助という考え方に
よれば,保険者という被保険者集団の単位で危険を引き受けることが正当化される｡ しか
も.集団の内部では.構成員である被保険者の間で,応能負担原則に基づ く,所得移転的
な保険料賦課が可能となる｡しかし,この応能負担原則は,構成月間の社会保険に対する
支持を維持するために応益負担原則による部分的な修正も許される｡ただし,この修正の
行き過ぎは,生活保障システムである医療保険や介護保険がかえって最低生活水準を下回
る者を生み出すという本末転倒の現象を発生させる｡ところが.被保険者を偏ったかたち
で配分する現行の医療保険制度は,このような問題を解決することが難しく,r社会連帯』
に基づいた相互扶助という社会保険の本来的な機能を大きく減退させている｡それゆえ,
このような観点にたった,より具体的な解釈論および政策論が必要になっているというこ
とである｣と述べられている｡
(19)堺市介護保険料訴訟大阪高裁判決において,低収入の高齢者に保険料を賦課することと
憲法25条との関係については,控訴人が第4段階の被保険者に該当し,所得水準の高い
者であり,控訴人にとって,自己の法律上の利益と関係のない違法を理由として処分の取
消 しを求めているということから判断を示していない｡
また,泉大津市介護保険料訴訟大阪高裁判決では.｢保険料の徴収により.生活保護法
を含む他の法制度によって具体化されている国民の健康で文化的な最低限度の生活を営む
権利を害することとなるにもかかわらず,保険料の負担を減免するなどの措置を講じてい
ない場合には,法及び本件条例が憲法25条の趣旨に反すると評価せざるを得ない｣と述
べており,それに加えて,控訴人の現在の収入で最低限度の生活を送ることができたかに
ついても詳細に論 じている点は,注目に値する｡
(20)基本的には.現行の6段階になっても,従来の第2段階を2つに分け,市町村民税世帯
非課税かつ課税年金収入額十合計所得金額が年間80万円以下に該当する層を軽減してい
るのみである｡
(21)伊藤周平 ｢介護保険料の負担と被保険者の自由権的生存権 (その1)｣賃金と社会保障
1319号 (2002年)47-48頁｡
(22)棟居快行 r憲法学の発想 Ij(信山社,1998年)185頁以下Oなお,長谷部恭男 ｢憲法 (辛
3版)』(新世社.2004年)284頁によると,｢生存権が ｢生きる権利そのもの』であるこ
とから生存権に関する差別的取扱いについて一般的に r厳格な合理性の基準｣を適用すべ
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きだとの見解も有力である｣という指摘もある｡
(23)葛西 ･後褐本件評釈63頁｡
(24)高所得者は保険料が金額的に安 く,低所得者は金額的にそれより高いというような事例
なら平等原則違反の問題が生 じるOそのような場合であるならともかく,高所得者は金額
が高く.低所得者は金額が低いという時点で,取 り扱いの差異と事実上 ･実質的な差異と
の関係が.社会通念からみて合理的であると容易に判断されてしまうから,平等原則違反
の問題は生じない｡
(25)同趣旨,関 .後掲本件評釈173頁｡なお.金銭負担に対する平等原則適用のあり方を,
課税最低限が問われる場面において示 した私見としては.拙稿 ｢憲法論から見た課税最低
限の再構成 (二 ･完)｣六甲台論集法学政治学篇48巻 1号 (2001年)36頁以下｡
(26)嵩 ･前掲注 (5)191-192頁｡
(27)同上192頁｡
(28)関 ･後掲本件評釈174頁｡
(29)菊池 ･前掲注 (1)317頁注29)に以下の記述がある｡｢筆者は,介護保険と同様,保険
料負担能力がない者も同一の制度に加入した上で,負担能力不足を所得保障ニーズと捉え,
基本的には生活保護給付によって対応すべきものと考えている｣O同趣乱 同 ｢医療保障
制度の方向性 (下)｣社会保険旬報2175号 (2003年)16頁｡
(30)関 ･後掲本件評釈175頁｡
(31)生活保護法等によって最低生活が保障されていれば.我が国の法令全体 としては憲法
25条 1項の権利が保障されていることを重視 して,｢社会保険料又は租税の徴収によって
所得が生活保護水準以下にされたとしても,相応の資産があれば最低生活を営むことがで
きることに注意をする必要がある｣｡以上の指摘をするものとして,堀 勝洋 r社会保障
法総論 (第2版)｣(東京大学出版会,2004年)138頁｡但 し上記の指摘に続けて,｢立法論･
政策論としては.社会保険料又は租税の徴収によって所得が最低生活水準以下にされるの
は望ましくない｣と述べている｡
(32)この点を,国民健康保険料に関する文脈において指摘 しているものとして,原田啓一郎
｢国民健康保険料と租税法律主義一旭川市国民健康保険条例違憲訴訟第-審判決｣法政研
究66巻3号 (1999年)1295頁｡
(33)拙稿｢憲法論から見た課税最低限の再構成 (-)｣六甲台論集法学政治学篇47巻2号 (2000
年)3頁以下｡また,拙稿 ･前掲注 (25)｢憲法論から見た課税最低限の再構成 (二 ･完)｣
18頁以下｡
(34)棟居快行 r人権論の新構成j(信山社,1992年)251頁以下｡
(35)｢まず,個人生活に過度にわたって介入 し.強制の契機を含む制度の導入に際 しては憤
重な配慮が求められる｡具体的には,憲法29条 1項の財産権保障との関連で,加入強制
を課すべき社会保障制度,なかでも保険料拠出が前提 となる社会保険制度を設定すべ き
範囲 ･保障水準をめぐって適用される規準である｣｡菊池等実 ｢社会保障法理論の系譜 と
展開可能性 -とりわけ個人基底的理論の見地から-｣民商法雑誌127巻4･5号 (2003年)
600-601頁｡但 し,同602頁には,｢社会保障法関係において想完されるべき基礎的法主
体としての個人は,本来能動的主体的な権利義務主体であることからすれば,一方的に給
付を受けるにとどまらず,自らも一定の T貢献1をなすべきことが求められるといわねば
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ならない｡r貢献』とは.もっとも端的には,費用負担という形でなされ得る｡したがって.
社会保障法関係とりわけ負担と給付とが一対一で対応する点に制度的特徴を兄いだし得る
社会保険の法関係においては,能力に応じた負担 (応能負担)が原則であるとはいえ,煤
険料の減免にも自ずと一定の限界が設定されるべきことになる｣.という指摘があること
からして.保険料を徴収しないという選択肢は相当に限定されたものになる｡上記の最後
の部分に関しては,岩村正彦 r社会保障法I｣-(弘文堂,2000年)46-47頁も参照のことo
(36)月刊介護保険編集部編 r平成18年改訂版介護保険ハンドブック』(法軌 2006年)69頁｡
白藤博行 ｢自治体の介護保険料減免措置と厚生省の r関与JJ住民と自治452号 (2000年)
38-39頁｡
(37)尾形 健 ｢憲法と社会保障法の交錯一憲法学からみた社会保障制度のあり方についての
総論的検討-｣季刊社会保障研究 (2006年)321頁｡｢社会保障制度が,各人が自己の生
を主体的に構想し,かつ達成する主体であり続けるための条件整備の一つたるもの,とと
らえる点で.軌を一にするところがある｣｡
(38)生活保護申請にはいわゆる ｢スティグマ｣が伴うことも指摘できようo関 ･後掲本件評
釈175頁｡伊藤 ･前掲注 (9)11頁以下｡
(39)高田 篤 ｢生存権の省察一高田敏教授の r具体的権利説jをめくって-｣村上武則 .高
橋明男 ･松本和彦編 r高田 敏先生古稀記念編集 法治国家の展開と現代的構成｣(法律
文化社 2007年)158頁O｢生存権保障を自律への条件整備と捉えるならば,生存権は r個
人Jが自律するための手段となり,それ自体の意義は等閑視されることとなろう｡生存権
が保障されること自体が,r個人｣が単なる r客体』としてではなく r主体Jとして r尊
重｣されている (ある)ことの意味内容をなす,-という形で捉えていくことが重要であろ
う｣という指摘がある｡
(40)一度課税が済んでいる貯蓄は,生活保護を求めるケースとは異なり,介護保険料を賦課
する際の資産調査には含む必要がないOなぜならば.貯蓄を持っているだけで課税を行う
としたら,即財産権侵害と評されるのと同様となるからである｡高齢者に限って,貯蓄を
有している人に対して保険料を徴収するという制度は.若者を含めて全国民 (現行の介護
保険法の場合には,40歳以上のものに限られるのであろうが)の貯蓄を有している者か
ら徴収すると立法者が決めたなら可能であるが,そのような政策を探らない限り平等原則
違反であろうQ但しこのような制度には実効性は全くない｡もし貯蓄まで含まれるとした
ならば.誰も銀行等を利用しなくなるだけである｡
(41)本沢巳代子 ｢介護保険と低所得者対策-ドイツの介護保険給付と租税給付の関係を参考
として-｣会計検査研究26号 (2002年)97頁にも,｢高齢者が所有するかもしれない資産
等から生 じる配当収入や不動産収入などの把握が困難であるからといって,年金額に対す
る定率保険料の適用を否定する明確な根拠とはなりえないであろう｣という指摘がある｡
(42)少 し違う文脈であるが,高齢者の経済的状況に触れたものとして.三木義一 rよくわか
る税法入門 (第3版補訂)｣(有斐閣,2007年)200頁以下｡また,｢平成16年版社会保障
入門j(中央法規出版,2004年)所収の ｢今後の社会保障改革の方向性に関する意見-21
世紀型の社会保障の実現に向けて- (2003年6月16日社会保障審議会)｣162頁参照｡加
えて,総務省 ｢平成16年全剛 肖費実態調査 (http/www.statgojp/data/zensho/2004/
keisu/youyakuhtm)｣を見ると高齢者ほど所得格差が大きいことがわかる｡
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(43)また旭川市国保料事件に対する評釈の中で,あえて生活保護に頼らず,生活保護基準以
下の収入によって生活している恒常的低所得者に対して,保険料を減免しないという点に
ついては憲法25条 1項から適用違憲とする余地もある旨を指摘 しているものとして.斎
藤一久 ｢国民健康保険料と租税法律主義一旭川国保控訴審判決｣自治研究78巻9号 (2002
年)147頁｡また,上記泉大津市介護保険料訴訟大阪高裁判決では,控訴人の具体的な生
活状況を検討し.適用違憲の有無の観点からの考慮もなされている｡
(44)｢法の論理 (首尾)一貫性｣の原則については,クラウス ウーイルヘルム ･カリナス
著木村弘之亮代表訳 r法律学における体系思考と体系概念j(慶腔義塾大学法学研究会,
1996年)9頁以下O拙稿 ･前掲注 (33)｢憲法論から見た課税最低限の再構成 (-)｣30
頁以下Oまた内El 貴 r民法 Ⅰ (第3版)総則 ･物権総論l(東京大学出版会,2005年)
10頁には以下ような記述がある｡｢法の解釈には一貫性が要求される｡･･(中略)-･一
貫性とは,すでに蓄積されている確立した法原理との整合性と言い換えることもできよう｣｡
(45)別の観点から,介護保険制度が一貫性を欠けている旨を主張するものとしては,本沢 ･
前掲注 (41)96貢o｢第-号被保険者の保険料をめぐっては,月額15000円未満の年金収
入しかない者からも保険料を徴収すること,五段階の保険料設定について.本人の所得の
みならず世帯員の収入を考慮していることによっても問題が生じている｡厚生労働省の説
明によれば,月額15000円の年金ではそもそも生活はできないから,誰かに扶養されてい
るはずであり,保険料も扶養者に支払ってもらえば良いというのである｡第-号被保険者
となり扶養者の懐を当てにするのである｡被保険者資格も受給者資格も個人単位と言うな
らば,保険料の徴収も個人単位として設計するのでなければ一貫性はないし,もし世帯単
位で保険料徴収をするのであれば,世帯の合計収入による保険料計算が必要であろう｣｡
(46)現行法上,介護保険料を徴収するのに際しては.市町村民税の課税状況だけで負担能力
を把握している｡立法者が市町村民税の課税状況だけで負担能力をはかると自ら決めたと
解釈するならば,立法者自ら担税力がないから非課税であると考えた収入から介護保険料
を徴収することはできないという結論を導き出すことも可能であろう｡資産があるから違
憲性は治癒されるというのは,この場合他事考慮に値すると考える｡
なお,国民健康保険加入者である介護保険の第2号被保険者には資産割の部分がある場
合もある｡
(47)源泉徴収制度に関する酎圭との関係については,金子･前掲注 (ll)661頁O水野忠恒 r租
税法 (第3版)｣(有斐閣.2007年)88頁｡
(48)年額18万円以上という基準は,特別徴収の対象となる者が,第1号被保険者の約8割
を網羅すると見込まれるとして導入されたものであるといわれている｡介護保険制度研究
会 r詳細介護保険の保険料J(社会保険研究所,2001年)116頁.
(49)岩本 ･後掲本件評釈23頁｡
(50)葛西 ･後掲本件評釈64頁o同趣旨,関 ･後掲本件評釈177頁｡｢老後の所得保障という老齢
退職年金の趣旨を没却しないかという点等を,より詳細に検証すべきで奉ったと思われる｣｡
(51)この点に関する批判としては,伊藤 ･前掲注 (9)16-17頁｡
(52)特別徴収については,年金の実質的切り下げであるという評価もある｡伊藤･前掲注 (9)
17頁｡
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(53)岩本 ･後掲本件評釈23頁には.憲法25条の問題とは別に,保険料を ｢日常生活の基礎
的な経費｣に相当するとして年金から天引きする発想は,極めてパターナリスティツクで
あるという指摘がある｡介護保険料の問題にとどまらずに,所得税の源泉徴収制度も含め
た指摘と考えるならば.この指摘は成り立つと思われる｡北野 ･前掲注 (ll)313頁には,
所得税の源泉徴収制度は納税者の納税意識を希薄化させるという指摘がある｡
(54)小西啓文 ｢社会保障法判例｣季刊社会保障研究39巻1号 (2003年)103頁｡
(55)社会保障法における低所得者のありようを論じたものとしては,丸谷活介 ｢低所得者~と
医療受給権一国民健康保険料賦課を中心に-｣社会保障法18号 (2003年)180頁以下｡
(56)社会連帯について詳細に述べたものとして,倉田 聡 ｢社会連帯の在処とその規範的孝
義一社会保障法におけるT個人Jとr国家jそしてr社会｣-｣民商法雑誌127巻4･5号 (2003
年)618頁以下｡遠藤美奈 ｢憲法に25条がおかれたことの意味一生存権に関する今日的考
察-｣季刊社会保障研究41巻4号 (2006年)334頁以下｡私見としては,同337頁 ｢社会
連帯は.社会保障という制度的構造物における財の移転関係ないし財の移転関係をともな
う諸個人間の結合 (過程)をあらわす.いわば rメタ構造Jといえるもので,これなしに
生存権保障や社会保障は成立しない｡その意味で,社会連帯は25条に含まれる観点であり.
また社会保障を支える理念である｣との指摘自体は否定しないOそれが法律論としての安
当性を有するものか,理念として存在するものか(存在するにとどまるものか)については,
本稿ではこれ以上触れない｡但し,法律論としての妥当性を有するとしたら,才由象的でない,
より詳細な下位概念が必要であろう｡なお,遠藤美奈 ｢r健康で文化的な最低限度の生活』
の複眼的理解一自律と関係性の観点から-｣斎藤純一編著 F講座 ･福祉国家のゆくえ第5
巻福祉国家/社会的連帯の理由｣(ミネルヴァ書房,2004年)155頁以下も参照｡社会連帯
の危険性について述べたものとしては,伊藤周平 r｢改正｣介護保険と社会保障改革』(山
吹書店,2005年)23頁以下｡
(57)この点の詳細は,伊藤 ･前掲注 (9)13頁｡
(58)介護保険が,社会保険方式か否か,賦課方式か否か,租税からなる国家財政方式か否かは,
金銭を介護保険のためにという理由で徴収される者 (恒常的低所得者)からすれば.歴史
的偶然以上のものを兄いだせず.上記による違いから,徴収される者に対する保護の差違
は,憲法論的には兄いだせないと,私見では考えている｡
(59)｢本判決が示唆する r応益負担｣原則が憲法25条を踏まえた r連帯jの解釈として妥当
か否かが,改めて問われるべき｣と指摘するものとして,岩本 ･後掲本件評釈23頁O社
会連帯を重視しても保険料賦課に限界があることを指摘するものとして.合計 前掲注 (3)
30頁以下｡
また,関 ･後掲本件評釈176頁では,｢社会保険である介護保険が国民の共同連帯の理
念に基づく制度であるという点は,低所得者の保険料を減免する規定を肯定する根拠とは
なるものの,そうした規定を設けない制度の合理性を補強する現由としては適当ではない｣
と述べている｡
(60)関 .後掲本件評釈175頁には,立法政策の課題としてではあるが,以下のような記述が
ある｡｢最低限度以下の生活となったとしても,生活保護を避けたいという選択をも満た
す社会保障制度こそ,人間としての尊厳を保った生活を保障する制度といえる｡生活保護
を支給するよりも保険料を減免した方が.公費負担も軽減される｣｡
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(61)なお,生活困窮者に対する国民健康保険の減免不承認の処分が争われた事案の控訴審判
決である東京高利2001年5月30日 (判夕1124号154頁)では,以下のように判示されて
いる｡｢控訴人らは.生活保護法1条の自立の原則を尊重するとともに控訴人ら各本人が
抱いている,その生活困窮状況にかかわらず何としても同法による保護を受けないで自立
した生活を維持したいという願いを尊重するためにも,控訴人らのような恒常的生活困窮
者に対してまず同法による保護を受けるべきとする被控訴人の主張は失当である旨を強調
するが,当裁判所も,控訴人ら本人のそのような願いが自立の精神の尊さを痛感し.これ
を自他に問いかけるものとして,貴重と考え.これに共感するところであるけれども,さ
りとて,その願いをかなえる方法として,恒常的生活困窮者の医療に要する費用を地域住
民の相互扶助共清制度である国民健康保険における他の被保険者の保険料 (増額分)又は
当該市町村の一般財源で賄う方法が適切であるとは到底考えられず.結局,控訴人らの指
摘する自立の原則や控訴人ら本人の願いをもってしても,恒常的生活困窮者に対して当然
に保険料が減免されるべきと解する根拠とはなし得ないというべきである｣(判夕1124号
1601161頁)と判示されているOこの判示の大きな根拠となっている部分は,｢生活保護
法によも生活保護は,生活困窮者に対し,健康で文化的な最低限度の生活を保障するため､
受給者自身の拠出を要せず租税収入をもって充てるという公 (国)の負担によって賄うと
いう国家扶助制度であるが.国民健康保険は,医標を受けるために加入者 (地域住民)良
身が負担能力に応 じて保険料の一部を分担 し合うことによってこれを賄うという相互扶助
共済制度であり.両者は制度的に異なるものであることが明らかであるから,生活保護法
の保護基準が,当然に国民健康保険の保険料減免制度における減免の基準として用いられ
るべき必然性はないから,生活保護法の保護基準が,保険料を減免するか否かの重要な基
準として機能するとの控訴人らの主張は.採用することはできない｣(判夕1124号160頁)
と述べたところにあるo｢制度の違い｣を理由にしているのみであって,なぜ ｢生活保護
法の保護基準が,当然に国民健康保険の保険料減免制度における減免の基準として用いら
れるべき必然性はない｣といえるのか理由はよくわからない｡
なぜならば,上記の理由からすると.どのような根拠で相互扶助共済制度であるものに
税を投入しているのかわからなくなるからである｡生活保護と国民健康保険の違いは,税
が投入されているという点でその差はなく.｢保険料と保険給付を受け得る地位とのけん
適性｣が違いとして強調されるべきである現状 (旭川市国保料最高裁判決)からすると,
国民皆保険の下で,このような生痛困窮者が支払えないものを税で補っていると考えるが
通常であろうOこの考え方に基づくと,保険者と被保険者の間には,既に完全な対価性は
成り立たず,緩やかな関係でしかないOこのような場面において.生活保護の保護基準と
国民健康保険の保険料の減免基準は.｢最低生活費非課税の原則｣の存在を否定する考え
方を採用しない限り.少なくとも綬やかに関係性を持つはずである｡｢制度の遠い｣から,
生活保護の保護基準と国民健康保険の保険料の減免基準を同一のものと扱わなくてもよい
ということを説明することは,阻難だと思われる｡
(62)なお,本沢 ･前掲注 (41)96頁に指摘されているとおり,個人単位主義の観点に基づ
く間妄執卓の指摘もあるD
(63)この件につき,本沢 ･前掲注 (41)100頁以下の ドイツにおける高齢者に対する税方式
による所得補充給付制度は参考になるであろう｡
-317(433)-
〔本件判決の評釈 ･解説〕
葛西まゆこ ･賃金と社会保障1430号 (2006年)58頁
関ふ佳子 ･判例時報1956号 (判例評論578号)(2007年)172頁
早瀬勝明 ･法学教室318号別冊付録 (判例セレクト2006)(2007年)12頁
岩本一郎 ･ジュリス ト1332号 (平成18年度重要判例解説)(2007年)22頁
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